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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　気液分離室に隣接して液相出口管に向かう溝を持つ溝付き体を設け、該気液分離室の上
流に外郭体と入り口仕切り体をもって気液二相流流入室を作り、該気液二相流流入室に該
気液二相流流入室と流体導通可能な二相流入り口管を設けると共に、該二相流入り口管よ
り導かれた気液二相流を、該気液二相流流入室を通した後で気液分離を促進する溝付き体
に導き、該気液二相流の内、液相は該溝付き体を通し気液分離室の下方の液溜に設けた液
相出口管に導くようにし、気相の少なくとも一部は、該溝付き体を通し、溝付き体の下流
側位置を規定する仕切り体を通り越して気液分離室の下方の液溜に導いた後で連通穴を介
して気液分離室上方に導き、その後、該気相を気液分離室外に導くようにした気液分離機
構を持つことを特徴とする気液分離装置。
【請求項２】
　溝付き体の下流側位置を規定する仕切り体は出口仕切り体であり、この仕切り体は連通
穴を有しており、この連通穴で流体が気液分離室と液溜の間を導通可能なように構成した
ことを特徴とする請求項１に記載の気液分離装置。
【請求項３】
　溝付き体の下流側位置を規定する仕切り体はビードであり、この仕切り体は連通穴を有
しており、この連通穴で流体が気液分離室と液溜の間を導通可能なように構成したことを
特徴とする請求項１に記載の気液分離装置。
【請求項４】



(2) JP 5634549 B2 2014.12.3

10

20

30

40

50

　前記二相流入り口管を、溝付き体より上流にかつ外郭体の側部を貫通するように構成す
ると共に、該二相流入り口管より導かれた気液二相流が、該気液二相流流入室の内周面の
接線方向へ流入するように構成したことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項記載の
気液分離装置。
【請求項５】
　気液分離装置の上部に、気液二相流流入室を貫通するように前記気相出口管を設け、か
つ、該気相出口管と気液分離室が流体導通可能になるように該気相出口管を入り口仕切り
体に接続すると共に、該気相出口管の入口が入り口仕切り体と溝付き体の合わせ目より下
に突き出ないように構成したことを特徴とする請求項１～４のいずれか一項記載の気液分
離装置。
【請求項６】
　前記溝付き体は、該溝付き体の表面を流れ方向に対して角度θ傾斜した略波形状とし、
かつ、その流れ方向に対して角度θ傾斜した略波形状を流れ方向に対して半径方向外側に
広がるように形成したことを特徴とする請求項１～５のいずれか一項記載の気液分離装置
。
【請求項７】
　前記溝付き体は、該溝付き体の溝を、外郭体の中心軸に対して角度α傾けて設けたこと
を特徴とする請求項１～６のいずれか一項記載の気液分離装置。
【請求項８】
　請求項１から請求項７のいずれか一項記載の気液分離装置を空気調和器等の冷凍サイク
ル中に組み込んだことを特徴とする気液分離装置を備えた冷凍装置。
【請求項９】
　請求項１から請求項７のいずれか一項記載の気液分離装置の二相流入り口管に、冷凍サ
イクル中の減圧器の出口管を接続し、気液分離装置の液相出口管を蒸発器に至る管路に接
続し、一方、気液分離装置の気相出口管をバイパス路および抵抗調整体を介して圧縮機の
吸込み管に接続したことを特徴とする冷凍装置。
【請求項１０】
　請求項１から請求項７のいずれか一項記載の気液分離装置の二相流入り口管に、冷凍サ
イクル中の圧縮機吐出管を接続し、気液分離装置の液相出口管を流量調整絞りを介して圧
縮機吸込み管に接続し、一方、気液分離装置の気相出口管を冷凍サイクルの凝縮器に至る
管路に接続したことを特徴とする冷凍装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば冷凍サイクルや蒸気サイクル等の熱機関の気液分離装置およびオイル
セパレータに関し、詳細には、より一層の高性能化並びに小形化を図る技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、冷凍サイクルで使用される気液分離装置およびオイルセパレータとしては、重
力によって液あるいは油を溜めるタンクを用いたり、旋回流の遠心力によって液あるいは
油を外壁に付着させ、重力によって液あるいは油を回収する気液分離装置等が用いられて
いる。
【０００３】
　かかる構成の気液分離装置およびオイルセパレータでは、基本的に重力や遠心力などの
体積力によって密度の大きい液相を分離する構造となっている。このため、タンクや旋回
流発生装置を用いるため大型の装置となっている上、気液分離装置の設置位置や向きに自
由度が少ない。更には気液を効率良く分離する手段が示されていないものであった。
【０００４】
　そこで、先に、発明者らは前記した課題を解決すべく、溝内で表面張力の作用により液
相を溝に付着させて流すことで、気液分離装置をより高性能化並びに小形化することを目
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的とする発明の特許を出願した。
【特許文献１】国際特許出願番号：PCT/JP2006/322682
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の気液分離装置およびオイルセパレータでは、密度の大きな液相（油）を重力や遠
心力などの体積力で分離する構造となっているため、体積力が支配的となるように曲率半
径や流速を設定する必要があり、また設置方向と重力方向とをマッチングさせる必要があ
るなどの工夫が必要であった。
【０００６】
　これらは、重力方向に高さを確保したタンクが必要である、あるいは遠心力を用いる場
合は流速を高める必要がある。また、曲がり流れを発生させるために、仕切り板等によっ
て流れの向きを変える必要がある。このため、圧力損失が大きくなりやすく、それを防ぐ
ために装置が大型なものとなり、小型化が困難であった。
【０００７】
　上記した気液分離装置を小型化しようとする場合には、流速を大きく、曲率半径を小さ
くする必要があるが、小型化するに伴って遠心力や重力等の体積力に対して粘性力や表面
張力等の影響が無視できなくなるため、装置自体の特性が低下してしまったり、あるいは
圧力損失が大きくなるため、冷凍サイクル性能が低下してしまうという問題があった。
【０００８】
　本発明は、先に出願したPCT/JP2006/322682を更に発展させ、表面張力効果を用いるこ
とで気液分離装置をより高性能化並びに小形化することを目的とする気液分離装置および
オイルセパレータにあって、気相に乗って運ばれる液滴を極力捕捉でき、高性能で小形の
気液分離装置およびオイルセパレータを提供し、さらに、その気液分離装置を空気調和機
、冷蔵庫、冷凍庫、除湿機、ショーケース、自動販売機およびカーエアコン等の冷凍装置
等への採用を提案するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　気相に乗って運ばれる液滴を極力捕捉する考え方は二つあり、その第一は溝内で液滴を
極力捕捉する手段であり、第二は万一液滴が気相に乗って溝から出ても、気相出口管から
流出し難い構成にする手段である。以下にそれらの手段について説明する。
【００１０】
　請求項１に記載の発明は、求められる運転条件および冷媒流量に対し溝内で液滴を捕捉
する適切な仕様の気液分離装置およびオイルセパレータを提供するものであり、強い二次
流れを発生させて、その遠心力の効果によって液滴を捕捉するために、溝付き体に傾斜し
た略波形状を設けることを特徴とする。
【００１１】
　請求項２に記載の発明は、溝内で液滴を捕捉するために強い二次流れを発生させて、そ
の遠心力の効果によって捕捉した液滴を流れのせん断力と重力を利用して流下させるため
に、溝付き体の表面に設けられた流れ方向に傾斜した略波形状を、流れの向きに半径方向
外側に広がるように形成したことを特徴とする。
【００１２】
　請求項３に記載の発明は、溝内で液滴を捕捉するために強い二次流れを発生させて、そ
の遠心力の効果によって捕捉した液滴を流れのせん断力と重力を利用して流下させるため
に、溝付き体の表面に設けられた流れ方向に傾斜した略波形状を、流れの向きに末広がり
に形成したことを特徴とする。
【００１３】
　請求項４に記載の発明は、請求項１から請求項３に記載の気液分離装置であって、溝付
き体の内部を流れる二相流を半径方向内側に逃さないために、溝付き体の内側にも仕切り
円筒を設けたことを特徴とする。
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【００１４】
　請求項５に記載の発明は、請求項１から請求項４に記載の気液分離装置であって、溝内
で液滴を捕捉するために、溝付き体の長さL、溝付き体のピッチp、溝付き体を流れる主流
速度ｕ、液滴径d、気相粘性係数μＧ、気相密度ρＧ、液相密度ρＬとしたとき、 

　としたことを特徴とする。
【００１５】
　請求項６に記載の発明は、溝内で液滴を極力捕捉し、さらに万一液滴が気相に乗って溝
から流出ても気相出口管から液滴が流出し難い構成にするため、溝を外郭体の中心線に対
して角度α傾けて設けたことを特徴とする。
【００１６】
　請求項７に記載の発明は、溝内で液滴を極力捕捉した後、万一液滴が気相に乗って溝か
ら流出しても気相出口管から液滴が流出し難い構成にするため、気相出口管を気液分離装
置の上部に設け、気相出口管の下部は入り口仕切り体の上部に流体動通可能な状態で接続
し、気液分離室断面積全体を軸方向気相上昇流路にしたことを特徴とする。
【００１７】
　請求項８に記載の発明は、請求項１から請求項５に記載の気液分離装置であって、溝内
で液滴を極力捕捉し、さらに万一液滴が気相に乗って溝から流出ても気相出口管から液滴
が流出し難い構成にするため、溝を外郭体の中心線に対して角度α傾けて設けたことを特
徴とする。
【００１８】
　請求項９に記載の発明は、請求項１から請求項６に記載の気液分離装置であって、溝内
で液滴を極力捕捉した後、万一液滴が気相に乗って溝から流出しても気相出口管から液滴
が流出し難い構成にするため、気相出口管を気液分離装置の上部に設け、気相出口管の下
部は入り口仕切り体の上部に流体動通可能な状態で接続し、気液分離室断面積全体を軸方
向気相上昇流路にすることを特徴とする。
【００１９】
　請求項１０に記載の発明は、請求項１から請求項９のいずれか一項記載の気液分離装置
を空気調和器等の冷凍サイクル中に組み込んだことを特徴とする気液分離装置を備えた冷
凍装置である。
【００２０】
　請求項１１に記載の発明は、請求項１から請求項９のいずれか一項記載の気液分離装置
の二相流入口管に、冷凍サイクル中の減圧器の出口管を接続し、気液分離装置の液相出口
管を蒸発器に至る管路に接続し、一方、気液分離装置の気相出口管をバイパス路および抵
抗調整体を介して圧縮機の吸込み管に接続したことを特徴とする冷凍装置である。
【００２１】
　請求項１２に記載の発明は、請求項１から請求項９のいずれか一項記載の気液分離装置
の二相流入口管に、冷凍サイクル中の圧縮機吐出管を接続し、気液分離装置の液相出口管
を流量調整絞りを介して圧縮機吸込み管に接続し、一方、気液分離装置の気相出口管を冷
凍サイクルの凝縮器に至る管路に接続したことを特徴とする冷凍装置である。
【発明の効果】
【００２２】
　請求項１に記載の気液分離装置によれば、溝付き体の表面にある傾斜角をもった略波形
状を設けたことで、溝付き体に挟まれた空間内に強い二次流れを発生することができる。
また、この二次流れは溝付き体に挟まれた非常に狭い空間内の流れとなるため、その流線
の曲率半径を非常に小さいものとすることができる。このことで、液滴に非常に強い遠心
力を働かせることができる。また、気液分離装置の体積あたりの溝付き体の表面積をコン
パクトに実装することで、体積あたりの液滴捕獲面積を増すことができるので、非常にコ
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ンパクトな気液分離装置を構成することができる。
【００２３】
　請求項２に記載の気液分離装置によれば、溝付き体の表面に設けられた流れ方向に傾斜
した略波形状を、流れの向きに半径方向外側に広がるように形成したことで、強い二次流
れを発生させて、その遠心力の効果によって捕捉した液滴を再び液滴として飛散させるこ
となく、流れのせん断力と重力を利用して壁面を伝って有効に流下させることができる。
【００２４】
　請求項３に記載の気液分離装置によれば、溝付き体の表面に設けられた流れ方向に傾斜
した略波形状を、流れの向きに末広がりに形成したことで、強い二次流れを発生させて、
その遠心力の効果によって捕捉した液滴を再び液滴として飛散させることなく、流れのせ
ん断力と重力を利用して壁面を伝って有効に流下させることができる。
【００２５】
　請求項４に記載の気液分離装置によれば、溝付き体の内側にも仕切り円筒を設けたこと
で、溝付き体の内部を流れる二相流を半径方向内側に逃さずに、有効に液滴を溝付き体壁
面に衝突させ捕獲することができる。
【００２６】
　　請求項５に記載の気液分離装置によれば、溝付き体の長さL、溝付き体のピッチp、溝
付き体を流れる主流速度ｕ、液滴径d、気相粘性係数μＧ、気相密度ρＧ、液相密度ρＬ

としたとき、 

とすることで、液滴を捕獲するに十分な強さの二次流れと捕獲距離を確保することができ
る。 
【００２７】
　請求項６に記載の気液分離装置によれば、溝を外郭体の中心線に対して角度α傾けて設
けることにより、以下の三つの効果が得られる。第一の効果は、溝を傾けることにより溝
幅ｂ’は傾けない場合の溝幅ｂよりも小さくなる。溝内を気相が流れるとき、気相に乗っ
て運ばれる液滴は溝幅が小さいほど溝の表面に衝突し液膜になりやすいため、溝を傾け、
実質的な溝幅を小さくすることにより、気液分離性能を向上することができる。第二の効
果は、溝を角度α傾けることにより、溝から出る気相の流れ方向は気液分離室に角度αを
持ち流入する。したがって、気液分離室に開口する全ての溝から角度αを持ち気相が気液
分離室に流入することにより、気液分離室内に旋回流が発生する。気相に乗り溝から流出
した微細液滴は旋回流による遠心力の作用により、溝の開口部に近い気液分離室内の空間
に集まり易くなり、微細液滴同士が結合しあい、より大きな液滴になる確率が増加する。
液滴径ｄが大きくなると液滴は下方に落下し易くなる。したがって、液滴は気相出口管６
から流出され難くなり、高性能な気液分離装置を提供できる。第三の効果は、溝の実質的
長さｈが一定の状態で溝を傾けることにより、溝底面に対する垂直方向溝深さｈ’は傾け
ない場合の溝深さｈよりも小さくなる。したがって、溝を傾けることにより溝頂点仮想円
の径Dtは実質的に大きくなる。そのため、気液分離室内軸方向気相上昇速度Uaは低下し、
液滴は下方に落下し易くなる。したがって、液滴は気相出口管から流出され難くなり、高
性能な気液分離装置を提供できる。
【００２８】
　請求項７に記載の気液分離装置によれば、気相出口管を気液分離装置の上部に設け、気
相出口管の下部は入り口仕切り体の上部に流体動通可能な状態で接続することにより、気
相出口管が気液分離室を貫通することは無く、溝頂点仮想円の径Ｄｔ内全体が気液分離室
内軸方向気相上昇流路となるため、気相上昇速度Uaは低下し、液滴は下方に落下し易くな
る。したがって、液滴は気相出口管から流出され難くなり、高性能な気液分離装置を提供
できる。
【００２９】
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　請求項８に記載の気液分離装置によれば、請求項１から請求項５に記載の効果に加え、
請求項６に記載の効果が得られ、コンパクトで高性能な気液分離装置を提供できる。
【００３０】
　請求項９に記載の気液分離装置によれば、請求項１から請求項６に記載の効果に加え、
請求項７に記載の効果が得られ、コンパクトで高性能な気液分離装置を提供できる。
【００３１】
　請求項１０、請求項１１に記載の冷凍装置によれば、請求項１から請求項９に記載の効
果が得られる他、蒸発器での圧力損失を抑えることができ、圧縮動力が節減でき高効率な
運転を可能に出来る冷凍装置を提供できる。
【００３２】
　請求項１２に記載の冷凍装置によれば、請求項１から請求項９に記載の効果が得られる
他、冷凍サイクルへの冷凍機油の流出を防止できるので、高効率および高信頼性運転を可
能に出来る冷凍装置を提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　以下、本発明を適用した具体的な実施の形態について図面を参照しながら詳細に説明す
る。
【００３４】
「第１の実施の形態」
　図１は第１の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。図２は図１に示す気液分
離装置のＡ－Ａ断面図である。図３は薄板を折り曲げて構成した溝付き体４の展開斜視図
であり、また図４は図３の溝付き体４の１ピッチを取り出したときの拡大図である。図１
に示すように外郭体１０内に液相出口管７に向かう溝２を有する溝付き体４が設けられて
おり、溝付き体４の上流には入り口仕切り体１６が設けられ、気液分離室１を構成してい
る。溝付き体４は図３に示すように薄板を折り曲げ溝２を構成し、これをまるめて図２に
示すように外郭体１０内に挿入している。溝付き体４の下流には気相出口管６に接合され
た連通穴２２を有する出口仕切り体８により溝付き体４の高さ方向の下部位置を規定する
ように、気相出口管６が外郭体１０の下縮管部１３に接合されている。
　気液二相流は入口管５から流入し、さらに入り口仕切り体１６と外郭体Ｂ１１をもって
作られる狭小空間１２に流入する。入り口仕切り体１６をもって作られる狭小空間１２で
気液二相流を溝２に沿って供給するので、気液二相流は溝に沿って溝に流入する。溝付き
体４の内部に流入した二相流の液相は基本的には溝２の表面に付着し液膜となる。また、
気相に乗って運ばれる液滴は溝２の表面に衝突し液膜となる。液膜は下方に流下し、液相
出口管７から流出する。気相に乗って運ばれる液滴の内、溝２の表面に衝突せず気液分離
室に流出する液滴は、出口仕切り体８の連通穴２２を通り越して液溜に導かれ液相出口管
７から流出し、液滴を除去された気相は気相出口管６から流出する。また、溝付き体４を
流下して液溜に導かれた気液二相流の内、液相はそのまま液溜に導かれ液相出口管７から
流出し、気相は出口仕切り体８の連通穴２２を通り越して、気液分離室上方に導かれ、気
相出口管６から流出する。
【００３５】
　ここで、溝付き体４の表面には図４に示すような主流方向に傾斜した略波形状が設けら
れている。この略波形状は、流れの向きに半径方向外側に広がるように形成されている。
この傾斜した略波形状の効果により、溝２の内部には図１０に示したような断面内の２次
流れ２０が発生する。その間を気相に搬送された液滴１４が流れると、この液滴は２次流
れ２０によって断面内を回転運動し、その際に働く遠心力の効果によって溝付き体４に衝
突する。衝突した液滴１４は溝付き体の表面で液膜となり、主流のせん断力と重力によっ
て略波形状に沿って下方に流下する。このようにして、気相内の液滴を気液分離すること
ができる。
【００３６】
　なお、発生する二次流れは溝付き体の溝内の非常に狭い空間内の流れとなるため、その
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せることができる。また、気液分離装置の体積あたりの溝付き体の表面積をコンパクトに
実装することができるので、体積あたりの液滴捕獲面積を増すことができ、非常にコンパ
クトな気液分離装置を構成することができる。
【００３７】
「第２の実施の形態」
　図５は第２の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。図６は薄板を折り曲げて
構成した溝付き体４の展開斜視図であり、また図７は図３の溝付き体４の１ピッチを取り
出したときの拡大図である。この略波形状は、流れの向きに末広がりに形成されている。
 
【００３８】
　ここで、溝付き体４の溝の表面には図７に示すような主流方向に傾斜した略波形状が設
けられている。この略波形状は、流れの向きに末広がりに形成されている。この傾斜した
略波形状の効果により、溝２の内部には図１０に示したような断面内の２次流れ２０が発
生する。その間を気相に搬送された液滴１４が流れると、この液滴は２次流れ２０によっ
て断面内を回転運動し、その際に働く遠心力の効果によって溝付き体４に衝突する。衝突
した液滴１４は溝付き体の表面で液膜となり、主流のせん断力と重力によって略波形状に
沿って下方に流下する。このようにして、気相内の液滴を気液分離することができる。
【００３９】
「第３の実施の形態」
　図８は第３の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。第３の実施例では、図９
に示すように、溝付き体４と気液分離室１の間に、仕切り円筒３７が設置されている。仕
切り円筒３７により、溝付き体４の中を流れる気液二相流は、気液分離室１に逃げること
なく、溝付き体４の下方に至るまで流れることができる。このことで、液滴が溝付き体の
壁面に衝突するために必要な距離を十分に確保することができる。溝付き体４の下方に至
った気相は出口仕切り体８に設けられた連通穴２２から気液分離室１内に流入し気相出口
管６から流出する。
【００４０】
　以下、液滴が壁面に衝突するまでの現象について考察する。第一次近似として、図１１
に示すようなモデルを考える。半径r0の位置で回転運動する直径dの液滴１４に働く遠心
力と、液滴に働く気相からの半径方向抗力のバランスを考える。液滴の半径方向速度をur
、周方向速度をulとすると、遠心力と抗力のバランスは次式で表される。

ここで、液滴は小さいので、抗力係数を以下のように置く。

式(1)と(2)から半径方向速度urを求めると、以下のようになる。

ここで以下の積分を考える。ur=dr/dtに注意すると、

となる。ここで、Tは液滴がr0からr0+hまで移動する時間、すなわち液滴が壁面に衝突す
るために必要な飛行時間である。式(4)を積分すると、

が得られる。従って、液滴が壁面に衝突するまでの飛行時間Ｔは
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となる。 
　主流速度ｕ×飛行時間Tが、液滴が壁面に衝突するまでに必要な液滴の流れ方向飛行距
離であり、これが気液分離装置の溝付き体の必要な長さＬとなる。
【００４１】
　このモデルを図１０の溝付き体に応用してみる。二次流れとして、溝ピッチ間に1対の
渦対が形成されるものとし、渦の半径r0を溝付き体ピッチpのa倍、

と仮定する。また、渦の流線と溝付き体壁面までの距離をhとし、これが上述の渦の半径r

0と溝付き体ピッチpを用いて以下のように記述できると仮定する。

これは、図１０のように溝付き体ピッチpの間に半径r0の渦対が一対形成されるとの仮定
に基づいている。
　また、渦の半径方向速度ulは、主流速度uのb倍と仮定する。すなわち、

式(7)～(9)を式(6)に代入すると、液滴が壁面に衝突するまでの飛行時間Ｔが得られ、こ
れに主流速度uを乗じることで、液滴の飛行距離、すなわち液滴を捕獲するために必要な
溝付き体の長さLが以下のように求められる。

式(10)を変形すると、次式が得られる。

図１２に、係数aとbの値を変化させたときの式(11)右辺の値の変化を示す。本発明の傾斜
した略波形状によって誘起される二次流れの強さは、約0.05≦b≦0.3と考えられる。また
溝付き体１ピッチあたりに渦対が一対構成されることから、渦の半径に対してはa≦0.25
である。このような条件を想定するとa=0，b=0.05の場合に式(11)は最大となり、その値
は900となる。従って、

としておけば、この条件下ではどの位置の液滴も捕獲できることになる。
【００４２】
「第４の実施の形態」
　図１３は第４の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。図１４は図１３に示す
気液分離装置のＡ－Ａ断面図である。図１５は薄板を折り曲げて構成した溝付き体４の展
開斜視図である。図１６は溝２を傾けて設けた効果を示す原理モデル図である。図１３に
示すように外郭体１０内に液相出口管７に向かう溝２を有する溝付き体４が設けられてお
り、溝付き体４の上流には、入り口仕切り体１６が設けられ、気液分離室１を構成してい
る。溝付き体４は図１５に示すように薄板を折り曲げ溝２を構成し、これをまるめて図１
４に示すように外郭体１０内に挿入している。溝付き体４の下流には気相出口管６に接合
された出口仕切り体８により溝付き体４の高さ方向の下部位置を規定するように、気相出
口管６が外郭体１０の下縮管部１３に接合されている。
　気液二相流は入口管５から流入し、さらに入り口仕切り体１６と外郭体Ｂ１１をもって
作られる狭小空間１２に流入する。狭小空間１２で気液二相流を溝２に沿って供給するの
で、気液二相流は溝に沿って溝に流入する。溝付き体４の内部に流入した二相流の液相は



(9) JP 5634549 B2 2014.12.3

10

20

30

40

50

基本的には溝２の表面に付着し、液膜となる。また気相に乗って運ばれる液滴は溝２の表
面に衝突し液膜となる。液膜は下方に流下し、液相出口管７から流出する。液滴を除去さ
れた気相は気相出口管６から流出する。
【００４３】
　ここで、溝付き体４の溝２は図１４に示すように外郭体１０の中心線１５に対して角度
α傾けて設けられている。溝を角度α傾けることによる効果を図１６に示した原理モデル
図を用いて説明する。図１６は溝付き体４の一つの溝を取り出した原理モデル図であり、
図１６（ａ）は溝を傾けない場合のモデル図であり、図１６（ｂ）は溝を角度α傾けた場
合のモデル図である。
【００４４】
　溝を傾けることによる第一の効果を説明する。溝を傾けることにより、溝幅ｂ’は傾け
ない場合の溝幅ｂよりも小さくなる。溝内を気相が流れるとき、気相に乗って運ばれる液
滴は溝幅が小さいほど溝２の表面に衝突し液膜になりやすいため、溝を傾け、実質的な溝
幅を小さくすることにより、気液分離性能を向上することが出来る。なお、図１６（ａ）
において、単に溝ピッチｐを小さくすることも考えられるが、外郭体１０の径が一定の状
態で単に溝ピッチｐを小さくすると溝数が増えることを意味し、溝付き体を構成する素材
の使用量が増加し、気液分離装置の価格が高くなる問題がある。したがって、溝を傾ける
ことにより実質的な溝幅を小さくでき、高性能で、安価な気液分離装置を提供できる。
【００４５】
　溝を傾けることによる第二の効果を図１４を用いて説明する。図１４に示すように溝を
角度α傾けることにより、溝から出る気相の流れ方向２３は気液分離室１に角度αを持ち
流入する。したがって、気液分離室１に開口する全ての溝から角度αを持ち気相が流入す
ることにより、気液分離室１内に旋回流２４が発生する。
【００４６】
　溝２内を気相に乗って運ばれる液滴が極めて小さい場合、微細液滴は溝表面に衝突せず
に、溝２から気液分離室１に流出する場合がある。このとき、図２０に示すように、溝が
傾いていない場合には、気液分離室１に流出した微細液滴は気液分離室１の中心に向かい
、一様に分布し、気液分離室内軸方向気相上昇速度Ua２５に乗り気相出口管６から流出す
る。それに対して、溝を傾けることにより気液分離室１内に旋回流２４が発生し、微細液
滴は旋回流による遠心力の作用により、溝２の開口部に近い気液分離室内の空間に集まり
易くなり、微細液滴同士が結合しあい、より大きな液滴になる確率が増加する。液滴が大
きくなると、液滴に作用する重力Fgが、軸方向気相上昇速度Ua２５による液的を上昇させ
る抗力FDを上回るため、液滴は下方に落下し易くなり、気相出口管６から流出され難くな
る。すなわち、

を満足すると、液滴は下方に落下し易くなる。ここで、液滴径をｄ、抗力係数をCD、気相
密度をρＧ、液相密度をρＬ、気相動粘性係数をνＧ、液滴の投影面積をA =πd 2/4とし
て、FgおよびFDはそれぞれ式（１４）、式（１５）となる。

式（２）で定義される抗力係数を与えると、

となり、液滴径ｄが大きくなると液滴は下方に落下し易くなる。したがって、溝を傾ける
ことにより、気液分離室１内に旋回流２４が発生し、液滴は気相出口管６から流出され難
くなり、高性能な気液分離装置を提供できる。
【００４７】
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　溝を傾けることによる第三の効果を図１３、図１４および図１６を用いて説明する。図
１６に示すように、溝の実質的長さｈが一定の状態で溝を傾けることにより、溝底面に対
する垂直方向溝深さｈ’は傾けない場合の溝深さｈよりも小さくなる。したがって、溝を
傾けることにより図１４に示す溝頂点仮想円９の径Dtは実質的に大きくなる。そのため、
気液分離室内軸方向気相上昇速度Ua２５は低下し、式（１６）に示されるように、FD＜Fg
の傾向が強くなり、液滴は下方に落下し易くなる。したがって、溝を傾けることにより、
液滴は気相出口管６から流出され難くなり、高性能な気液分離装置を提供できる。なお、
以上に述べた第４の実施形態では薄板を折り曲げた溝付き体４を使用した例を述べたが、
溝付き体は図１７に示すように機械加工等の何らかの手段で製作した他の溝付き体でも以
上に述べた効果は同じであることは言うまでも無い。
【００４８】
「第５の実施の形態」
　図１８は第５の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。図１９は図１８のＣ－
Ｃ断面図である。図２０は図１８のＡ－Ａ断面図である。図１９に示すように、入口管５
は外郭体Ｂ１１の横から流入室１９に接線方向に流入するように設けられている。図１８
に示すように、気液分離装置は気相出口管６を気液分離装置の上部に設け、気相出口管６
の下部は入り口仕切り体１６の上部に流体動通可能な状態で接続され、気相出口管６は外
郭体Ｂ１１の上縮管部１７に接合されている。外郭体１０内には液相出口管７に向かう溝
２を有する溝付き体４が設けられており、溝付き体４の上流には、入り口仕切り体１６が
設けられ、気液分離室１を構成している。溝付き体４は図２１に示すように薄板を折り曲
げ溝２を構成し、これをまるめて図２０に示すように外郭体１０内に挿入している。溝付
き体４の下流は外郭体１０に設けられたビード（仕切り体）２６により溝付き体４の高さ
方向の下部位置を規定し、外郭体１０の下部の下縮管部１３に液相出口管７が接合されて
いる。ここで、ビード（仕切り体）２６に内接する円の内側部分が、出口仕切り体８の連
通穴２２に相当する。
　気液二相流は入口管５から流入し、さらに入り口仕切り体１６と外郭体Ｂ１１をもって
作られる狭小空間１２に流入する。狭小空間１２で気液二相流を溝２に沿って供給するの
で、気液二相流は溝に沿って溝に流入する。溝付き体４の内部に流入した二相流の液相は
基本的には溝２の表面に付着し、液膜となる。また気相に乗って運ばれる液滴は溝２の表
面に衝突し液膜となる。液膜は下方に流下し、液相出口管７から流出する。気相に乗って
運ばれる液滴の内、溝２の表面に衝突せず気液分離室に流出する液滴は、気液分離室１を
降下し液溜に導かれ液相出口管７から流出し、液滴を除去された気相は気液分離室１を上
昇し、入り口仕切り体１６内を通り、気相出口管６から流出する。また、溝付き体４を流
下して液溜に導かれた気液二相流の内、液相はそのまま液溜に導かれ液相出口管７から流
出し、気相は気液分離室１を上昇し、入り口仕切り体１６内を通り、更に入り口仕切り体
１６と溝付き体４の合わせ目より上部に設けられた気相出口管６の入口（開口部）を通り
、気相出口管６から流出する。
【００４９】
　図１８に示した第５の実施の形態の気液分離装置によれば、気相出口管６を気液分離装
置の上部に設けているため、気相出口管が気液分離室１を貫通することは無く、図２０に
示すように、溝頂点仮想円９の径Ｄｔ内全体が気液分離室内軸方向気相上昇流路となるた
め、気相上昇速度Uaは低下し、式（１６）に示されるように、FD＜Fgの傾向が強くなり、
液滴は下方に落下し易くなる。したがって、気相出口管６を気液分離装置の上部に設け、
気相出口管６の下部を入り口仕切り体１６の上部に流体動通可能な状態で接続することに
より、液滴は気相出口管６から流出され難くなり、高性能な気液分離装置を提供できる。
特に、液相流量に対して気相流量の多いオイルセパレータのような場合には、図１４に示
す気相出口管６の径ｄｐを大きくする必要があり、気液分離室内軸方向気相上昇流路に占
める気相出口管６の断面積は無視できなくなり、気相出口管６が気液分離室１を貫通しな
い構成は大きな効果がある。
【００５０】
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「第６の実施の形態」
　図２２は第６の実施の形態として、上記した気液分離装置を冷凍サイクルに使用した場
合の第一の冷凍サイクル構成図である。図２２に示した冷凍サイクル構成図には本実施形
態を説明するために必要な基本的構成要素を示している。すなわち、圧縮機２７は第一の
シリンダ２８と第ニのシリンダ２９を有し、圧縮機で吸い込んだ低温低圧の気相冷媒は第
一のシリンダ２８と第ニのシリンダ２９で二段に圧縮され高温高圧気相冷媒となり冷媒吐
出管３０を経て、凝縮器３１で凝縮器用送風機３２で送られる空気に放熱し、高圧液冷媒
となる。その液冷媒は第一の減圧器３３で減圧されニ相流となり、入り口管５から気液分
離装置４３に流入し、液相冷媒は液相出口管７から出た後、第ニの減圧器３４でさらに減
圧され、蒸発器３５に入り蒸発器用送風機３６で送られる空気から熱を奪い低温低圧の気
相冷媒となり、圧縮機２７に吸い込まれる。一方、気液分離装置４３で分離された気相冷
媒は気相出口管６から第ニのシリンダ２９に吸い込まれるため、気液分離装置４３で分離
された蒸発に寄与しない気相冷媒は第一のシリンダ２８で圧縮する必要が無く、圧縮動力
が節減でき、高効率な運転を可能にできる。
「第７の実施の形態」
【００５１】
　図２３は第７の実施の形態として、上記した気液分離装置を冷凍サイクルに使用した場
合の第ニの冷凍サイクル構成図である。図２３に示した冷凍サイクル構成図には本実施形
態を説明するために必要な基本的構成要素を示している。すなわち、圧縮機２７は第一の
シリンダ２８のみを有し、圧縮機で吸い込んだ低温低圧の気相冷媒は第一のシリンダ２８
で圧縮され高温高圧気相冷媒となり冷媒吐出管３０を経て、凝縮器３１で凝縮器用送風機
３２で送られる空気に放熱し、高圧液冷媒となる。その液冷媒は第一の減圧器３３で減圧
されニ相流となり、入り口管５から気液分離装置４３に流入し、液相冷媒は液相出口管７
から蒸発器３５に入り蒸発器用送風機３６で送られる空気から熱を奪い低温低圧の気相冷
媒となり、圧縮機２７に吸い込まれる。一方、気液分離装置で分離された気相冷媒は気相
出口管６から蒸発器バイパス管３８を経て圧縮機２７に吸い込まれる。
【００５２】
　気液分離装置４３を用いない場合には、減圧器３３で減圧されたニ相流の気相冷媒も蒸
発器に流入するため、特に、蒸発器用送風機３６で送られる空気温度が低い場合には蒸発
圧力が低下し、気相冷媒の密度は小さくなり体積流量が大きくなるため、蒸発器３５での
圧力損失が大きく蒸発器３５の出口圧力、即ち、圧縮機吸込み圧力が低下するため、圧縮
動力が増大し、高効率な運転ができなくなる。
　それに対して、本実施例で示したように気液分離装置４３を設け、分離された気相冷媒
を気相出口管６から蒸発器バイパス管３８を経て圧縮機２７に吸い込ませることにより、
蒸発に寄与しない気相冷媒は蒸発器３５に流入しないため蒸発器３５での圧力損失を抑え
ることができ、圧縮動力が節減でき、高効率な運転を可能にできる。
【００５３】
　従来、冷凍サイクルで使用される気液分離装置としては、重力によって液を溜めるタン
クを用いたり、旋回流の遠心力によって液相を外壁に付着させ、重力によって液を回収す
る気液分離装置等が用いられていたが、かかる構成の気液分離装置では、基本的に重力や
遠心力などの体積力によって密度の大きい液相を分離する構造となっているため、気液分
離装置の設置位置や向きに自由度が少ない上、タンクや旋回流発生装置を用いるため大形
の装置となっていたが、本発明の気液分離装置を使用することにより、小形で、設置位置
や向きの自由度が大きい効果を発揮しながら、上記第６の実施例、第７の実施例で述べた
ように高効率な運転を可能にできる。
【００５４】
「第８の実施の形態」
　図２４は第８の実施の形態として、上記した気液分離装置を冷凍サイクルに使用した場
合の第三の冷凍サイクル構成図である。図２４はセパレート型エアコンの例であり、室外
ユニット３９と室内ユニット４０より構成され、冷房運転時のサイクルを示している。圧
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縮機２７で圧縮された高温高圧気相冷媒には冷凍機油が混入しており、圧縮機から吐出さ
れた気相冷媒に混入する冷凍機油量が多くなると、冷凍サイクル冷媒流路の圧力損失が増
加し、また冷媒の蒸発熱伝達率および凝縮熱伝達率が低下し、冷凍サイクル効率の低下の
原因になる。さらに、圧縮機起動時には圧縮機内に封入されている冷凍機油がフォーミン
グし、大量の冷凍機油が気相冷媒に混入し圧縮機から吐出され、冷凍サイクルに流出する
。特にセパレート型エアコンの場合には、室内ユニットと室外ユニットを接続する接続配
管が設けられており、この接続配管４８が長い場合には、冷凍サイクルに流出した冷凍機
油は長時間圧縮機に戻らず、運転条件によっては圧縮機内の冷凍機油が不足し、圧縮機の
信頼性に支障をきたす問題があった。
【００５５】
　そこで、図２４は上記課題を解決するために、圧縮機２７の冷媒吐出管にコンパクトな
気液分離装置４３を設け、冷凍サイクル効率の確保および圧縮機の信頼性確保を図るもの
である。すなわち、圧縮機２７で吸い込んだ低温低圧の気相冷媒は圧縮機２７で圧縮され
高温高圧気相冷媒となり冷媒吐出管４１を経て、気液分離装置４３の入口管５から気液分
離装置に流入する。圧縮機２７で圧縮された高温高圧気相冷媒には冷凍機油が混入してお
り、気液分離装置４３内で冷凍機油は液相として、気相冷媒は気相として分離され、それ
ぞれ液相出口管７および気相出口管６から取り出される。液相出口管７を出た冷凍機油は
液レシーバ４２、流量調整絞り４５をへて、圧縮機吸込み管４６に吸い込まれ、冷凍機油
は圧縮機に戻る。流量調整絞り４５を設けている理由は、通常の運転条件では圧縮機２７
から吐出される高温高圧気相冷媒に混入している冷凍機油は気相冷媒に比べて少ないため
、気液分離装置４３で分離した冷凍機油を流量調整絞り４５で徐々に圧縮機２７に冷凍機
油を戻すためである。また、液レシーバ４２を設けている理由は、圧縮機起動時に圧縮機
内に封入されている冷凍機油がフォーミングし、大量の冷凍機油が気相冷媒に混入し圧縮
機から吐出されるが、これは一時的な現象であるため、気液分離装置４３で分離した冷凍
機油を一時的に液レシーバ４２に溜め込み、流量調整絞り４５で徐々に圧縮機２７に冷凍
機油を戻すためである。なお、気液分離装置の液溜１８の容積が大きな場合には必ずしも
液レシーバは必要としない。
【００５６】
　一方、気液分離装置４３内で分離された気相冷媒は気相出口管６から四方弁４７を経て
、凝縮器３１で凝縮器用送風機３２から送られる空気に放熱し、高圧液冷媒となる。その
液冷媒は第一の減圧器３３で減圧され低温低圧のニ相流となり、蒸発器３５に入り蒸発器
用送風機３６で送られる空気から熱を奪い低温低圧の気相冷媒となり、圧縮機２７に吸い
込まれる。したがって、気液分離装置４３内で冷凍機油は液相として分離され、液相出口
管７から液レシーバ４２、流量調整絞り４５を経て、圧縮機吸込み管４６に吸い込まれ、
冷凍機油は圧縮機に戻るため、冷凍機油が冷凍サイクルに流出するのを防止でき、高効率
な冷凍サイクル運転が可能になり、また、起動時にも冷凍機油が冷凍サイクルに流出する
のを防止でき、信頼性の高い運転が可能になる。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　本発明は気液二相流を狭小の溝を通し、気相と液相を分離する気液分離装置において、
気相に乗って運ばれる液滴を極力捕捉するために、二次流れを利用すること、溝を傾ける
こと、気液分離室断面積全体を軸方向気相上昇流路にすることにより、気相に搬送される
液滴を効率良く捕捉できるようにしたものであるから、冷凍装置の小形化に追従出来る気
液分離装置の提供を可能とすることは勿論、冷凍装置の冷却性能改善に大幅に貢献出来る
ものである。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】第１の実施の形態の気液分離装置の断面図である。
【図２】図１に示す気液分離装置のＡ－Ａ線断面図である。
【図３】図２に示す溝付き体の展開斜視図である。
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【図４】図３に示す主流に対して傾斜した略波形状を設けた溝付き体の1ピッチを示す斜
視図である。
【図５】第２の実施の形態の気液分離装置の断面図である。
【図６】図５に示す主流に対して末広がりの略波形状を設けた溝付き体の展開斜視図であ
る。
【図７】図６に示す主流に対して末広がりの略波形状を設けた溝付き体の1ピッチを示す
斜視図である。
【図８】第３の実施の形態の気液分離装置の断面図である。
【図９】図８に示す気液分離装置のＢ－Ｂ線断面図である。
【図１０】図４および図７に示す溝付き体の断面図である。
【図１１】液滴の壁面への付着モデルを表す図である。
【図１２】計算より求められた溝付き体の無次元長さを示す図である。
【図１３】第４の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。
【図１４】図１３に示す気液分離装置のＡ－Ａ断面図である。
【図１５】図１３に示す溝付き体の展開斜視図である。
【図１６】溝２を傾けて設けた効果を示す原理モデル図である。
【図１７】他の溝付き体の一部拡大断面図である。
【図１８】第５の実施の形態の気液分離装置を示す断面図である。
【図１９】図１８のＢ－Ｂ断面図である。
【図２０】図１８のＡ－Ａ断面図である。
【図２１】図１８に示す溝付き体の展開斜視図である。
【図２２】第６の実施の形態として、上記した気液分離装置を冷凍サイクルに使用した場
合の第一の冷凍サイクル構成図である。
【図２３】第７の実施の形態として、上記した気液分離装置を冷凍サイクルに使用した場
合の第ニの冷凍サイクル構成図である。
【図２４】第８の実施の形態として、上記した気液分離装置を冷凍サイクルに使用した場
合の第三の冷凍サイクル構成図である。
【符号の説明】
【００５９】
　１…気液分離室　　　　　　　　　　　　２…溝
　３…急拡大部　　　　　　　　　　　　　４…溝付き体
　５…入口管　　　　　　　　　　　　　　６…気相出口管
　７…液相出口管　　　　　　　　　　　　８…出口仕切り体（仕切り体）
　９…溝頂点仮想円　　　　　　　　　　１０…外郭体
　１１…外郭体Ｂ　　　　　　　　　　　　１２…狭小空間
　１３…下縮管部　　　　　　　　　　　　１４…液滴
　１５…中心線　　　　　　　　　　　　　１６…入り口仕切り体
　１７…上縮管部　　　　　　　　　　　　１８…液溜
　１９…流入室　　　　　　　　　　　　　２０…2次流れ
　２１…気相流入端　　　　　　　　　　　２２…連通穴
　２３…溝から出る気相の流れ方向　　　　２４…旋回流
　２５…軸方向気相上昇速度Ua　　　　　　２６…ビード（仕切り体）
　２７…圧縮機　　　　　　　　　　　　　２８…第一のシリンダ
　２９…第二のシリンダ　　　　　　　　　３０…吐出管
　３１…凝縮器　　　　　　　　　　　　　３２…凝縮器用送風機
　３３…第一の減圧器　　　　　　　　　　３４…第ニの減圧器
　３５…蒸発器　　　　　　　　　　　　　３６…蒸発器用送風機
　３７…仕切り円筒　　　　　　　　　　　３８…蒸発器バイパス管
　３９…室外ユニット　　　　　　　　　　４０…室内ユニット
　４１…冷媒吐出管　　　　　　　　　　　４２…液レシーバ



(14) JP 5634549 B2 2014.12.3

　４３…気液分離装置　　　　　　　　　　４５…流量調整絞り
　４６…圧縮機吸込み管　　　　　　　　　４７…四方弁
　４８…接続配管

【図１】

【図２】

【図３】

【図５】
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【図６】
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【図１２】
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【図２１】
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【図７】

【図１０】



(18) JP 5634549 B2 2014.12.3

【図１１】
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【図１７】
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